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■はじめに  
 

◇平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、多くの方に深い悲しみと苦難をもたらしました。

ようやく防潮堤などの防災計画や高台移転などの復興まちづくりの事業が始まるなど、復興の槌音
つちおと

が

聞こえるようになりました。 

◇この大きな災害からの復興においては、まちや産業の再生などとあわせて、人々の生活のもととなる

住まいの再建が早急に克服すべき課題です。 

解決に向けて、どんなに困難な長い道程
みちのり

であっても、私たちの英知と「絆」により必ず成し遂げられ

ると信じています。 

◇一方、被災した皆様は、自宅を再建するのか公営住宅に入居するのか、自宅を再建するとしてもどの

ような住まいを考えたらよいか、資金計画をどうしたらよいのかなど、今後に向けた漠然とした不安

を抱えていることと思います。 

◇このような不安を解消すべく、岩手、宮城、福島の３県では、地域の住まいづくりに関わる団体と県

が連携し、国の協力を得て「地域型復興住宅推進協議会」を設立し、賛同いただいた「地域住宅生産

者グループ」とともに、被災された皆様に住まいの再建支援の活動を行っています。 

そして今まさに、地域の住まいづくりの担い手が連携してつくる、地域の住まいにふさわしい「地域

型復興住宅」の供給が徐々に本格化しつつあります。 

◇当協議会では、住まいの再建支援の一環として、安全・安心でコンパクト、ライフスタイルに応じて

変更できる地域にふさわしい住宅を提案し、平面計画や供給体制などについての考え方をまとめてい

ます。 

本冊子は、上記の内容について、住まいの再建をお考えの皆様にわかりやすくお伝えするため、当協

議会の活動を支援している(独)住宅金融支援機構とともに、小冊子としてとりまとめたものです。 

第一弾は平成 24 年 4 月に 5 万部を用意して配布を行ったところです。被災された皆様の住まいの再

建のための相談会等に活用させていただいております。 

そしてこのたび、内容を一部リニューアルして小冊子第二弾を策定いたしました。 

◇安らぎと笑顔にあふれた住まい、その再建の一助にしていただければ幸いです。 
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＊当協議会の活動については、平成 24 年 10 月に、 

＊地域住宅計画推進協議会より、「地域住宅計画特別賞」 

（東日本大震災復興特別部門）をいただきました。 
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■地域型復興住宅とは
「地域型復興住宅」は、地域の住まいづくりの担い手である様々な住宅生産者が、住まい手の皆様と手

を取合いながらつくる、地域にふさわしい、良質で、被災者の方が取得可能な価格の木造住宅です。

東日本大震災からの住まいの再建は、生活の再建と併せて進めていくため、被災した皆様の家計負担等
に配慮した、身の丈にあった、無理の無いものにすることが大切です。

その実現に向けて、岩手、宮城、福島の３県では、平成 年 月から「地域型復興住宅推進協議会」
を立ち上げ、地域工務店や建築士・設計事務所、木材供給事業者などからなる「地域住宅生産者グループ」
の登録を行い、国や県、地方自治体、金融機関との協力の元、「地域型復興住宅」の建設を進めています。

■地域型復興住宅のよさ
住まいづくりの担い手は、工務店やハウスメーカーだけではありません。建築士・設計事務所、各種工事
の専門事業者、林業・木材産業関係者、建材流通事業者など、多種多様な業種の専門家が関係しています。

「地域型復興住宅」をつくるのは、地域に根ざしたそれら住まいづくりのプロたちであり、地域ごとに
築いているネットワークを最大限活かし、地域の素材などを活用した、復興のための住まいづくりを進め
ています。

また、住まいづくりは、家をつくることだけが全てではありません。復興後の皆さまの生活を日々支え、
成長を見守る住宅は、 年、そして 年とあり続けます。そのために、地域住宅生産者グループの構
成員（住まいづくりのプロたち）は、復興後一日でも長くみなさまがその家で幸せな暮らしができるよう
支えていきます。

木材供給から維持管理まで、住まいづくりのプロたちと住まい手がつながり、“顔の見える関係で住まい
づくり”を行っていく。それが地域型復興住宅のよさです。

再建に向けた住まいづくり
住まいづくりの担い手は、「地域住宅生産者グループ」となってまとま

り、共通理念のもと、品質の向上やコストダウン、維持管理などについて

協力体制づくりに取組み、復興とその後の生活のための住まいづくりを進

めています。

持続的な住まいづくり
最初は取得可能な価格な住宅とし、徐々に住まいを成長させることも一

つの選択肢です。身近に生産者がいることで、建設時だけでなく、その後

の維持管理や増築・改修相談などの持続的なサポートを得ることが期待で

きます。

地域に根ざした住まいづくり

「地域型復興住宅」は、地域のことをよく理解している人たちが生産者

として関わっています。地域の気候風土や景観に配慮した、記憶を継承で

きる、住まいづくりが期待できます。 
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■地域住宅生産者グループとは  
「地域住宅生産者グループ」は、地域工務店や建築士・設計事務所、専門工事業者、林業・木材産業関

係者、建材流通事業者等により構成されます。次に示す５つの力と、地域に根ざした住宅生産体制を備え、

それぞれのグループが持つ住宅イメージをもとに、復興に向けた住まいづくりに取り組んでいます。 

 

●相談への対応力……被災者や自治体からの相談にきめ細かく対応できる体制を有していること。 

●設計力………………長期優良住宅の設計及び認定手続きを行うことができること。 

●施工力………………長期優良住宅の施工を行うことができること。 

○施工力……………・平時を超える住宅需要への対応に配慮していること。 

●地域材の調達力……地域材を安定して調達することができること。 

●維持管理力…………将来にわたって維持管理や増改築にきめ細かく対応できること。 

 

■グループによる住まいづくりの方法  
住宅の生産・維持管理を担う住宅生産者が連携し、木材供給から設計、施工（建設）、引き渡し後の維持

管理までグループとして対応し、住まいづくりを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それぞれのグループは、「地域型復興住宅」のビジョンやイメ

ージを共有し、その実現に向けて、住宅の性能や仕様、施工方法

等に関する共通ルールをつくっています。これら各グループの共

通ルールは「情報シート」※にてご覧いただけます。 

 

 

●グループの基本情報、特徴、メッセージ 

●空間・プラン等のイメージ 

●設計、性能・仕様等の特徴 

●生産供給・流通等に係る体制  など 

情 報 シ ー ト の 記 載 内 容  

情報シート例  

※ 情報シートは、Ｐ.３の協議会ホームページからご覧いただけます。 

グ ル ー プ に 求 め ら れ る ５ つ の 力  

製材、プレカット、建材流通等 
（製材業者・プレカット業者・ 

流通事業者等） 計画・設計 
（建築士・設計事務所） 

施工（建設） 
（地域工務店・大工等） 

ダミー⑥ 

ダミー⑧ 
ダミー⑨ 

原木伐採（素材生産） 
（林業・原木供給者等） 

維持管理 
（地域工務店等） 

管理までグループとして対応し、住まいづくりを進めていきます。

ダミー⑥

プ 建材

産）
（林業・原木供給者等）

⑥

材流通等
プレカット業者・

ダミー⑧
材流 等

ダミ
ダミー⑨

⑧
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■地域型復興住宅に携わる人々と相談先  
岩手、宮城、福島の３県では「地域型復興住宅」の普及を目指し、地域の住宅生産を担う団体と行政等

からなる協議会を立ち上げ、地域住宅生産者グループを支援する活動を進めています。 

◆地域型復興住宅推進協議会（岩手・宮城・福島）の構成 
  岩手県地域型復興住宅推進協議会 宮城県地域型復興住宅推進協議会 福島県地域型復興住宅推進協議会 

関
係
団
体 

設計 
（社）岩手県建築士事務所協会 
（社）岩手県建築士会 
（社）日本建築家協会東北支部岩手地域会 

（社）宮城県建築士事務所協会 
（社）宮城県建築士会 
（社）日本建築家協会 東北支部宮城地域会 

（社）福島県建築士事務所協会 
（社）福島県建築士会 
（社）日本建築家協会東北支部福島地域会 

福島県建築設計協同組合 
NPO法人循環型社会推進センター 
福島県耐震化・リフォーム等推進協議会 

施工 
（一社）岩手県建設業協会 
岩手県建設労働組合連合会 
岩手県中小建築業協会 

（社）宮城県建設業協会 
宮城県建設産業団体連合会 
宮城県建設職組合連合会 
宮城県建設専門工事業団体連合会 
宮城県優良住宅協会 
地域優良住宅在来工法の会 

（一社）福島県建設業協会 
（社）福島県建築大工業協会 
福島県建設労働組合連合会 
福島県総合設備協会 

福島県建築業組合連合会 
(一社)JBN 福島 

資材 （社）岩手県建築士事務所協会賛助会 

岩手県建設資材連合会 
（社）宮城県建築士事務所協会賛助会 （社）福島県建築士事務所協会賛助会 

木材 岩手県木材産業協同組合 
岩手県森林組合連合会 

宮城県木材協同組合 
宮城県森林組合連合会 
登米町森林組合 

福島県木材協同組合連合会 
福島県森林組合連合会 

宅地 
建物 （社）岩手県宅地建物取引業協会 ― 

（公社）福島県宅地建物取引業協会 

（社）全日本不動産協会福島県本部 

関
係
機
関 

行政 岩手県県土整備部建築住宅課 
岩手県農林水産部林業振興課 

宮城県土木部住宅課 

宮城県土木部復興住宅整備室 

宮城県土木部建築宅地課 
宮城県農林水産部林業振興課 

福島県土木部建築住宅課 
福島県土木部建築指導課 
福島県農林水産部林業振興課 

確認 
検査 （一財）岩手県建築住宅センター （一財）宮城県建築住宅センター （一財）ふくしま建築住宅センター 

事務局 （社）岩手県建築士事務所協会 （社）宮城県建築士事務所協会 （社）福島県建築士事務所協会 
オブザーバー 国土交通省（住宅局、東北地方整備局、国土技術政策総合研究所）、林野庁林政部、（独）住宅金融支援機構東北支店 

※岩手、宮城、福島 3 県では、地域型復興住宅のコンセプトとそれを実現する設計・生産システムを検討するため、平成 23 年 9 月に 3 県各県及び 3 県

合同の地域型復興住宅連絡会議を設立しました。 

その後、当会議は、実際に供給を行う地域住宅生産者グループの登録を行い、地域型復興住宅の建設と普及啓発を進め、実践的な活動を行うため、平成 

２４年２月に各県の「地域型復興住宅推進協議会」へと改組しました。 
 

◆協議会又は登録された地域住宅生産者グループによるサービスやサポート 

○登録された「住宅生産者グループ」を紹介します。（協議会の HP

でも公開します。） 

○住まいを考える上で重要な 5 つのポイント（次ページ）を中心と

した建設計画のアドバイスを行います。 

○助成制度、災害復興住宅融資などの相談を承ります。 

○地域型復興住宅に関するご相談、ご要望等を承ります。 

○随時相談会やセミナーなどを実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

○岩手県地域型復興住宅推進協議会 
事務局：（社）岩手県建築士事務所協会 

TEL：019-651-0781 mail：iwajk＠estate.ocn.ne.jp 

HP：http://www.hukkoujuutaku.sakura.ne.jp/ 

○宮城県地域型復興住宅推進協議会 
事務局：（社）宮城県建築士事務所協会 

TEL：O22-223-7330 mail：jimukyoku＠miyajikyo.com 

HP：http://www.hukkoujutaku.com/ 

○福島県地域型復興住宅推進協議会 
事務局：（社）福島県建築士事務所協会 

TEL：O24-521-4033 mail：sekkeiksen＠flute.ocn.ne.jp 

HP：http://fukushima-hukkoujuutaku.org/ 

各 県 の 協 議 会 の 相 談 先 （ 各 県 の 事 務 局 ）  

住宅出前相談会の様子 

各県ともに、協議会の事務局のホームページに 

「地域型復輿住宅」を紹介しておりますので、 

是非ご覧ください。             

地域住宅生産者グループの会合の様子 

各県ともに、競技会の事務局のホームページに
「地域型復興住宅」を紹介しておりますので、
是非ご覧下さい。
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■地域型復興住宅  完成事例等の写真
 

復興の槌音
つちおと

が少しずつ大きくなってきました。 

それに伴って、地域住宅生産者グループによる地域にふさわしい地域型復興住宅ができてきました。 

ここでは、地域型復興住宅の完成写真やモデル住宅の写真、建設工事中の写真などをご紹介します。 

 

岩 手 県
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■地域型復興住宅  完成事例等の写真
 

復興の槌音
つちおと

が少しずつ大きくなってきました。 

それに伴って、地域住宅生産者グループによる地域にふさわしい地域型復興住宅ができてきました。 

ここでは、地域型復興住宅の完成写真やモデル住宅の写真、建設工事中の写真などをご紹介します。 

 

岩 手 県
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宮 城 県
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福島県
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福島県
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○モデルプランはあくまでも一例です。他にも様々な地域生産者グループが、地域特性を踏まえた魅力あるプラン
　を提案しています。実際は、住まい手と作り手とで、十分に検討してプランを決定する必要があります。

○概算工事費については、東北における標準的な仕様にもとづく平均的な建物の工事費を目安として表示して
　います。立地、資材の入手方法、職人等の確保のし易さ、仕上げ、設備等のグレード等により、工事費は増減す
　ることをご理解ください。なお、概算工事費には、外構、設計・監理費等は含みません。

返済シミュレーション（概算）

上記の概算工事費
の注意事項を参照
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                   １階平面図                             2 階平面図 

 

 

●自由設計プラン①                                                                            

●自由設計プラン②                                                                             

１階平面図 2 階平面図 

基本プランから、水廻り・階段は変更せず、玄関の位置・

居室を変更。 
間仕切を増やし、部屋数を確保。 

 

基本プランから、水廻り・階段は変更せず、居室を変更。 



返済シミュレーション（概算）

P10 の概算工事費
の注意事項を参照



返済シミュレーション（概算）

P10 の概算工事費
の注意事項を参照



返済シミュレーション（概算）

P10 の概算工事費
の注意事項を参照
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●高床（水害対応）プラン （間仕切なしプラン）                                                                 

１階平面図 ２階平面図 

●高床（水害対応）プラン （間仕切ありプラン）                                                                 

１階平面図 ２階平面図 
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 ■住まいのプランニングのページ  

住まいの検討時に、ご自由にお使いください。 
 

土地面積          ㎡ 建物面積 延べ           ㎡   （１階          ㎡/2階          ㎡） 

家族構成 [       ] [       ] [       ] [       ] [       ] [       ] 

予算 土地 万円 建物 万円 外構 万円 
設計 

監理 
万円 その他（     ）  万円 

住まいの 

要望 

 

重視する 

性能 
※（）内は 

優先順位 

長期利用 

（  ） 

将来成長 

（  ） 

環境対応 

（  ） 

廉価 

（  ） 

地域適合 

（  ） 

その他[     ] 

（  ） 

資金計画 
融資希望先 融資希望額 返済期間 返済額（当初 毎月） 総支払額 総支払金利 

      

※ 資金計画について災害復興住宅融資をご利用される場合は、住宅金融支援機構のＨＰで簡単にできます。Ｐ.３０をご参照下さい。 
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16 17 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

17 



返済シミュレーション（概算）

P10 の概算工事費
の注意事項を参照
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●切妻屋根の家（間仕切プラン）                                                            

●大屋根の家（小屋裏使用プラン）                                                            

１階平面図 ２階平面図 

１階平面図 ２階平面図 



（概算）

P10 の概算工事費
の注意事項を参照
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●基本プラン 外部・内部イメージ                                                                   
 

１階平面図 ２階平面図 

 

 1   2   3  

 4   5   6  

 



返済シミュレーション（概算）

P10 の概算工事費
の注意事項を参照
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●基本プラン 外部・内部イメージ図                                                          

２階平面図 １階平面図 

 1   2   3  

 4   5   6  



返済シミュレーション（概算）

P10 の概算工事費
の注意事項を参照



返済シミュレーション（概算）

P10 の概算工事費
の注意事項を参照



返済シミュレーション（概算）

P10 の概算工事費
の注意事項を参照



返済シミュレーション（概算）

P10 の概算工事費
の注意事項を参照



返済シミュレーション（概算）

P10 の概算工事費
の注意事項を参照



 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

◆建設の場合（土地を取得して住宅を建設する場合） ◆建設・購入の場合（平成24年12月19日現在）
建設資金（基本融資額）

＋土地取得資金（基本融資額）
＋建設資金（特例加算額）

1,460万円
970万円
450万円 

   
◆新築購入の場合 
 基本融資額2,430 万円＋特例加算額450 万円 
 
◆補修の場合 
 640 万円 
（整地・引方移転を伴う場合は、＋390 万円） 

■ご利用いただける方
次の１から４までの要件のすべてに当てはまることが必要です。 

 

 
●　住宅を建設・購入される場合の災害復興住宅融資のご利用には、半壊以上の「り災証明書」が必要です。
　　なお、り災証明書が「大規模半壊」又は「半壊」の場合は「住宅の被害状況に関する申出書」が必要となります。

 
 

 
 

 
 

３ 年収に占めるすべてのお借入れの年間合計返済額の割合（総返済負担率）が次の基準を満たしている方  
     年収400万円以上：35％以下   年収400万円未満：30％以下 
４ 日本国籍の方又は永住許可等を受けている外国人の方 

（※1）平成 23 年３月11日時点で居住していない場合で、避難指示がなされるまでの間に居住したときを含みます。個別にご相談ください。

 

（※2）補修は対象となりません
 

融資限度額 融資金利

 当初5年間  6年目～10年目 11年目以降 

基本融資額 年0.00％ 年0.92％ 年1.45％ 

特例加算額 年2.35％ 

◆補修の場合（平成24年12月19日現在）

当初5年間 6年目以降  

年1.00％ 年1.45％ 
 

　住宅金融支援機構では、被災住宅を復旧するための融資を行っています。融資のご利用にあたっては、地方公共団体が交付する住宅に被害
があった旨の「り災証明書 」が必要です。
　東日本大震災に伴う原子力発電所の事故（以下「原子力災害」といいます。）による避難指示区域内（※）に平成23年3月11日時点でお住
まいになっていた方が、避難指示区域内の住宅に代わる住宅を建設又は購入される場合は、り災住宅の被害程度が記載された「り災証明書」
が交付されないときでも、避難指示区域内にお住まいになっていたことが確認できれば、ご利用いただくことができます。
　（※）「避難指示区域」とは福島復興再生特別措置法第20条に規定する避難指示区域をいいます。

※お申込み時の金利が適用される「全期間固定金利」です。
※基本融資額とは、特例加算額以外の融資額をいいます。
※上記金利は、平成 24 年12月19日現在の金利であり、６年目以降の金利は、
毎月改定されます。金利の詳細及び最新金利は、機構お客さまコールセンター
（0120-086-353）にお問い合わせいただくか、東日本大震災特設サイト
（http://www.jhf.go.jp/shinsai/index.html）によりご確認ください。

１ 東日本大震災により被害が生じた住宅の所有者、居住者等で、地方公共団体から「り災証明書」を交付され
ている方 又は避難指示区域内の住宅に平成23年 3月 11日時点（※1）でお住まいになっていた方で、ご
自分がお住まいになるための住宅を建設又は購入する方（※2）

２ ご自分が居住するため又はり災した親が住むための住宅を建設、購入又は補修する方
●　避難指示区域内の住宅に平成23年3月11日時点（※１）でお住まいになっていた親（満60歳以上の父母・祖父母等）がお住まいになる
　　ための住宅を建設又は購入（※2）する方（この場合は親孝行ローンとしてのお申込みとなります。）

〔災害復興住宅融資のご利用に当たってのご注意〕
●上記金利は平成24年12月19日現在のもので、金利は毎月見直されます。また、お申込時の金利が適用されます。●受付期間は平成28年3月31日までです。ただし、建築
制限により、平成28年3月31日までにお申込みできないときは、建築制限解除後６か月以内となります。また、原子力災害による避難指示区域内に平成23年3月11日時点で
お住まいになっていた方が、避難指示区域内の住宅に代わる住宅を建設又は購入される場合で、平成28年3月31日までにお申込みできないときは、避難指示が解除された日
までとなります。また、避難指示解除後の避難指示区域において住宅を建設、購入または補修する場合で平成28年3月31日までにお申込みできないときは、避難指示解除後
６か月以内となります。●お借入額は、建設、購入費又は補修費用の100％以内ですが、建設、購入又は補修のそれぞれに融資限度額があります。融資限度額は、機構HPに
てご確認いただくか、お電話にてお問い合わせください。●住宅金融支援機構の定める住宅の技術基準に適合していることについて、現場審査を受けていただきます。
●建設及び購入の場合、最長35年（補修の場合は最長20年）での返済が可能ですが、住宅の構造又は年齢によりお借入れ期間が短くなる場合があります。●建設または購入
の場合には、お借入れの対象となる住宅及びその敷地に、機構を抵当権者とする第１順位の抵当権を設定していただきます。また、補修の場合には、お借入れの対象となる
住宅に機構を抵当権者とする抵当権を設定していただきます（審査の結果、敷地にも抵当権設定していただく場合もあります。)。また、抵当権の設定費用はお客様のご負担
となります。●お借入れの対象となる住宅に機構が指定する火災保険を付けていただき、火災保険金請求権に機構のための第１順位の質権を設定させていただきます。ま
た、火災保険料はお客様のご負担となります。●万一の場合に備え、団体信用生命保険に是非ご加入ください。特約料はお客様のご負担となります。●ご返済方法は、元利
均等毎月払いまたは元金均等毎月払いとなります。融資額が130万円以上の場合には、ボーナス併用払いをご利用いただけます。●審査の結果によっては、ローンご利用の
ご希望に沿えない場合、ご希望のお借入額までお借入れできない場合がありますのでご了承ください。●災害復興住宅融資の詳細は、機構ＨＰにてご確認いただくか、お電
話にてお問い合わせ下さい。



災害復興住宅融資
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住宅金融支援機構の HP 東日本大震災特設サイト（http://www.jhf.go.jp/shinsai/index.html）から簡単に
返済額を試算することができます。

基本融資額 基本融資額
（建設資金） （土地資金） 当初5年間 6～10年目 11年目以降

57,857円 66,230円 70,547円 2,861万円
（431万円）

101,250円 108,435円 111,311円 2,594万円
（164万円）

基本融資額 基本融資額
（建設資金） （土地資金） 当初5年間 6～10年目 11年目以降

34,761円 39,792円 42,386円 1,719万円
（259万円）

60,833円 65,150円 66,878円 1,558万円
（98万円）

災害復興住宅融資の毎月の返済額

災害復興住宅融資の毎月の返済額

総返済額
（うち利息額）

総返済額
（うち利息額）【ケース２】

災害復興住宅融資の借入金

住宅を建設す
る場合（特例
加算額を利用
しない）

万円 万円

【ケース１】
災害復興住宅融資の借入金

土地を取得し
て住宅を建設
する場合（特
例加算額を利
用しない）

万円 万円 万円

35年
返済の場合

20年
返済の場合

35年
返済の場合

20年
返済の場合

＜金利の差額＞

＜金利の差額＞

※上記は、平成24年12月19日現在の金利に基づき、元利均等毎月払いとした場合の返済額です。

 

※お申込みの条件を満たした場合でも、審査の結果、ローンのご希望に添えない場合、ご希望のお借入れ額までお借入れ出来ない場合が
　ありますのでご了承ください。

 

※毎月の返済金、総返済額、利息額は概算です。P31のQ&Aについても同様です。

 
 

と返済期
間

 
 

■毎月のご返済金額概算について

東日本大震災特設サイト 検索

借入希望金額と返済期
間をご入力いただくこ
とで、返済金額をシ
ミュレーションするこ
とができます。

毎月の返済額、
総返済額も確認
することができ
ます。

災害復興住宅融資

土地を貸借し、住宅を建
設する場合、ローンを申込むこ
とができますか？

勤務先も被災し、一時的
に収入が減少している。当面の
間、返済額を少なくしたいが、
よい方法はありますか？

借地上に住宅を建設する場合でもローン
の申込みはできます。ただし、融資の限度額（土
地取得資金）が異なります。また、土地に抵当権
を設定できない場合等の詳細については、住宅
金融支援機構までお問い合わせください。

元金据置期間を設けることにより、ご返済
期間の当初から最長５年間（補修の場合は１年
間）は、元金を返済せずに利息のみの支払いにす
ることができます。この場合、元金据置期間を設
けていない場合よりも、総返済額は増加します。

ご返済の期間が15
年短くなることに
より、負担する利
息額には約267万
円の差が出ます。

ご返済の期間が15
年短くなることに
より、負担する利
息額には約161万
円の差が出ます。
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【毎月返済額】
1
6
11

～
～
～

5年目まで
10年目まで
14年目まで

86,904円
90,585円
91,563円

【毎月返済額】
1
6
11

～
～
～

5年目まで
10年目まで
35年目まで

34,761円
39,792円
42,386円

本人（65歳）のみ申込みだと…
借入最長期間が 14年と短くなるので、
毎月返済額が多くなります。

親子リレー返済
を利用
（返済期間35年）

総返済額15,044,362円（うち、利息分444,362円） 総返済額17,189,034円（うち、利息分2,589,034円）
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■災害復興住宅融資の手続の流れ（建設資金の場合）

災害復興住宅融資に関するお問合せは
〈お客様コールセンター（災害専用ダイヤル）〉

営業時間0120-086-353

①お近くの災害復興住宅融資取扱金融機関の窓口又は郵送により機構郵送申込係にお申込みください。
　お申込みの日から１年以内に金銭消費貸借契約を締結できるよう手続を進めていただきます。
　工事の遅れなどにより手続が遅れる場合は、あらかじめ取扱金融機関の窓口に申し出ていただく必要があります。
②「融資予約通知書」をお客様へ送らせていただきます。
③お客様のご希望に応じ、融資予約後、かつ、現場審査申請前に基本融資額（土地取得資金）の１００％の額をお受け取り
　いただけます（土地先行資金）。土地先行資金のお受け取りは、原則として土地への抵当権設定登記後となりますので、
　融資基本約定書の締結から１か月程度かかります。土地先行資金についての金利引下げはありません。
④建設する住宅が機構の定めている基準に適合していることを地方公共団体等（※1）が現地で確認するものです。原則と
　して屋根工事完了時（※2）の約10日前に地方公共団体等に現場審査の申請をしてください。
　　（※1）地方公共団体等とは、機構と契約を締結した地方公共団体または民間の工事審査機関となります。詳しくは、
　　 　機構ホームページをご覧いただくか、機構までお問い合わせください。

　　（※2）建築基準法の完了検査等と同時期（竣工後）とすることができます。ただし、中間資金を希望される場合は、
　　　 屋根工事完了時とする必要があります。詳しくは、機構お客様コールセンターまでお問い合わせください。

⑤中間資金のお受け取りは、お客様のご希望に応じ、基本融資額（建設資金）の８０％または６０％の額となります。土地
　先行資金を受け取っていない場合は、基本融資額（土地取得資金）もお受け取りいただけます。また、土地先行資金を受
　け取っている方は中間資金のお受け取り時に土地先行資金に対する利息を精算していただきます。
　中間資金のお受け取りは、原則として土地への抵当権設定後となりますので、融資基本約定書の締結から１か月程度かかります。
　中間資金についての金利引下げはありません。
⑥入居後に、新住所での住民登録・印鑑登録及び表示・保存登記の手続を行ってください。
　旧住所での表示・保存登記を行う場合は、取扱金融機関にお問い合わせください。
⑦建物の表示・保存登記完了後に融資の契約（金銭消費貸借抵当権設定契約）の締結及び抵当権の設定登記をします。
⑧資金のお受け取りは、抵当権の設定後になりますので、融資の契約から１か月程度かかります。
　資金は抵当権設定登記及び火災保険の手続きを終えた後に交付します。
　土地先行資金または中間資金をお受取られている方は、最終回資金のお受け取り時に中間資金（中間資金を受け取らず、
　土地先行資金を受け取った方にあたっては土地先行資金）に対する利息を精算していただきます。

【親子リレー返済】
申込本人の直系卑属又はその配偶者を後継者にすることによって、申込人の年齢が70歳以上の者でも申込みができ、また、申込人
本人の年齢にかかわらず、後継者の申込時の年齢を基に「年齢による最長返済期間（80歳－「後継者」の申込時の年齢（１歳未満切
り上げ））を計算する制度です。後継者は、同居（将来同居を含む。）する必要があります。

お子様（30歳）と二人でお申込みすると、借入
最長期間が 35年と長くなり、毎月返済額が少
なくなります。ただし、総返済額は増えます。

35年
元利均等毎月払い 当初5年間 6～10年目 11年目以降

年0.00％ 年0.92％ 年1.45％

前提条件
借入額1,460万円

金利（平成24年12月19日現在）

私の年齢（65歳）だと、
年金生活で収入もあまりないの
だが、住宅ローンを組むことが
出来るのでしょうか？これから
は、息子（30歳）も同居して一緒
に暮らす予定なんだけど･･･。

お子様をローンの後継者とするこ
とで、親子リレー返済が利用できます。
　親子リレー返済を利用することで、お
一人で申込みするよりも借入期間を長く
設定でき、毎月の返済額を減らすことが
できます。ただし、総返済額は増えます。

災害復興住宅融資

毎日9：00～17：00
（祝日、年末年始を除きます。）



フラット35
に関する
お問い合わせは

＜フラット35サイト＞
www.flat35.com



※金利は平成 25 年○月○日現在であり、6 年目以降の金利は毎月見直されます。金利が見直されると上記返済額等は異なります。
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■地域型復興住宅に関するお問い合わせ先　　　各県の地域型復興住宅推進協議会事務局

■災害復興住宅融資のお問い合わせ先

■住宅金融支援機構の東日本大震災特設サイト

○岩手県
　事務局　（社）岩手県建築士事務所協会
　TEL：019-651-0781　FAX：019-651-8677　Mail：iwajk@estate.ocn.ne.jp
　URL：http://www.hukkoujuutaku.sakura.ne.jp/

○福島県
　事務局　（社）福島県建築士事務所協会
　TEL：024-521-4033　FAX：024-521-5087　Mail：sekkeiksen@flute.ocn.ne.jp
　URL：http://fukushima-hukkoujuutaku.org/

　住宅金融支援機構お客様コールセンター（災害専用ダイヤル）

　URL：http://www.jhf.go.jp/shinsai/index.html

0120-086-353

○宮城県
　事務局　（社）宮城県建築士事務所協会
　TEL：022-223-7330　FAX：022-223-7319　Mail：jimukyoku@miyajikyo.com
　URL：http://www.hukkoujuutaku.com/

東日本大震災特設サイト 検索




